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本資料の作成方法

出典： アクセンチュア 分析

本分析は 、 アクセンチュアが保有する独自のエージェント型シミュレー
ションおよびモニタリング基盤 （ IRCISS ） と 、 Macro  foresight チームの
専門的知見を組み合わせて実施しています 。

本アプローチの強みは 、 深い人間のドメイン知識と高度なエージェント型
シミュレーション /モデリング能力を融合させている点にあります 。 これ
により 、 イラン紛争のように急速に展開する事象に対して 、 より迅速かつ高
品質なインサイトを提供することが可能になります 。

アクセンチュアのエージェント型シミュレーションは 、 以下の要素を活用し
ています :

• 紛争のリアルタイム更新情報および市場データを予測モデルに直接反映

• 過去の紛争やサプライチェーン混乱に関する歴史データに 、 現在講じら
れている緩和策 （ 備蓄、 代替ルート 、 石油依存度の変化など ） を加味し
た分析

• 最先端の計量経済モデル 、 ゲーム理論、 機械学習を用いた 、 紛争ダイナ
ミクスに関する学術研究 ・ 分析

• 物理的要因、 地政学的要因、 時間軸要因、 行動要因を含むマルチショッ
ク分解フレームワークを用い 、 市場シグナル全体を網羅的に捉えるアン
サンブル手法

このような分析は 、 人の専門知と高度なテクノロジーを組み合わせることで 、
従来は数週間から数か月を要していたものが 、 現在では数日で実施可能に
なっています 。

アクセンチュアは 、 急速に変化する外部環境に対する企業のレジリエンス
強化を目的として 、 こうしたケイパビリティをクライアント向けに迅速に
展開することが可能です 。
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ハイライト

出典：アクセンチュア分析

イラン情勢のシナリオ

最近の停戦を巡る進展により、持続的な
紛争解決とホルムズ海峡を通じた海上輸
送の正常化に向けた道筋が見えつつある。
ただし、再エスカレーションのリスクは
依然として残っており、供給混乱が長期
化し、世界的なスタグフレーションや景
気後退リスクが再燃する可能性がある

各国への影響

エネルギー供給を湾岸地域に大きく依
存するアジア経済は、混乱が長期化し
た場合の影響を最も受けやすい。一方、
欧州諸国ではガス価格上昇がリスクと
なっており、需要低迷やグローバル競
争にすでに苦戦している製造業にとっ
て、さらなる重荷となる可能性がある

産業への影響 

エネルギーショックにより投
入コスト上昇圧力が高まり、
エネルギー由来の投入財に依
存する産業が特に大きな影響
を受ける。また、消費者向け
産業では、消費需要の弱含み
による需要減少リスクにも注
意が必要である

消費者動向への注意

エネルギー価格の上昇とインフレの
進行は、すでに力強さを欠く消費者
にさらなる負担を与え、足元の購買
余力の制約を一段と深刻化させる可
能性がある。特に低所得層の消費者
は、物価上昇の影響を最も受けやす
い。企業は、どの消費項目が支出削
減や低価格帯へのシフトの対象とな
りやすいのかを見極め、消費バス
ケット全体への影響を精緻に評価す
る必要がある

テールリスクを軽視しない

発生確率は低いものの、影響度が極めて大きいテー
ルリスクを過小評価すべきではない。これまで顕在
化している影響の多くは、直接的、あるいは二次的
な影響にとどまっているが、より深刻な景気後退、
金融市場への波及、 AIインフラ構築の混乱や遅延な
ども想定すべきテールリスクに含まれる。企業はこ
うしたシナリオを継続的にモニタリングするととも
に、具体的な対応策をあらかじめ整備しておくこと
が求められる

企業のレジリエンス強化

イラン紛争によって顕在化した脆弱性と、その長期的な影
響を踏まえ、企業はレジリエンス強化を迫られている。地
政学リスクは一過性のものではなく、構造的な分断が長期
戦略、ビジネスモデル、グローバル展開に与える影響を見
極めることが不可欠となる。今回の紛争は収益・利益面へ
の圧力も高める見通しであり、生産性向上と長期的な競争
力確保に向け、 AIを活用したリインベンションに注力する
必要性が一段と高まっている



エグゼクティブサマリー

Sources: Accenture Strategy analysis

混乱の規模と

見通しシナリオ

地域別・業種別
影響

企業はどう対応
すべきか

(1) 今後30日間の対応： これまでの紛争影響を評価し、サプライチェーンの脆弱性を特定するとともに、事業計画・財務計画のストレステストを実施し、残存リスクを継続的に監視する

(2) 企業レジリエンスへの注力： 商業、テクノロジー、オペレーション、人材の各領域にわたり、中長期の企業レジリエンス強化を進める

(3) 分断への備え： 地政学的分断が進む世界では、グローバルな事業運営の在り方そのものを再考する必要がある

(4) AIを活用したリインベンション： AIを活用したリインベンションを一段と推進し、生産性向上を図ることで、売上面・コスト面からの利益率圧迫を緩和する  

(5) フォーサイト機能の強化： エージェント型ツールの活用により、洞察から行動までの時間を短縮し、複雑な事業環境への対応力を高める

• イラン紛争とホルムズ海峡の封鎖により、世界の原油・ LNG供給の約20％が市場から失われ、エネルギー供給の混乱としては過去最大級の事態となっている。加えて、非エネルギー分
野の主要サプライチェーンにも影響が及んでいる。 海上輸送される肥料貿易の約 3分の1に加え、主要な石油化学原料であるメタノールの 19％、エチレンの 14％、さらに半導体製造に必要
なヘリウムなどの重要資材も同海峡を通過しており、代替輸送ルートは限られている。

• 地域インフラ、 とりわけカタールのラス・ラファン LNGコンプレックスへの被害は、一部の供給喪失が今後数年にわたり継続する可能性を示している

• こうした混乱の発生時期も問題であり、 2次・ 3次波及影響のリスクを一段と高めている。 具体的には、北米およびアジアの一部で農業の作付け期を控えている時期であること、欧州がガ
ス在庫の積み増しを進める必要がある時期であること、さらに夏季の旅行需要期に近いことが重なっている。

• 紛争の行方は依然として流動的であり、経済見通しは、直近の停戦がどの程度持続するか、ホルムズ海峡経由の海運が全面正常化するまでの時期と交渉条件、再度の緊張激化時に追加
的なインフラ被害が発生する可能性に左右される。現時点では、以下の 3つのシナリオが想定される。

– 信頼性の高い和平合意が成立し、 2～3カ月以内にホルムズ海峡の通航が正常化する場合、原油価格は 1バレル当たり 85～100ドルで落ち着き、 2次・ 3次波及影響の大半は回避される可能
性が高い。ただし、既に生じた混乱の影響により、世界の GDPは紛争前に比べて小幅に下振れし、インフレ率はより高い水準にとどまる見込みである

– 交渉が決裂し、再び膠着状態に陥る場合には、ホルムズ海峡の混乱が長期化し、原油価格は 100～120ドルで高止まりし、多くの国・地域がスタグフレーションに直面する可能性がある

– 地域インフラへの追加攻撃を伴うさらなるエスカレーションが生じた場合、原油価格は 120～160ドルまで上昇し、世界経済が景気後退に陥る可能性がある

• 地域別に見ると、アジア（ホルムズ海峡通過量の 90％）、欧州（ガス在庫が過去 5年で最低水準）、湾岸諸国（輸出封鎖）が最も大きな悪影響を受ける可能性が高い。 中国は戦略備蓄
やパイプラインの代替手段により相対的に緩衝余地がある一方、日本、韓国、東南アジアの大半は影響を強く受けやすい。米国は純エネルギー輸出国であるため一部は下支えされるが、消
費者物価の上昇圧力や消費者負担の増加、肥料不足の可能性に直面する

• エネルギー多消費型産業および輸送依存型産業は、利益率と売上の両面で最も強い圧力を受ける見通しである。 一方、エネルギー生産者や防衛関連セクターには恩恵が及ぶ可能性がある。
化学産業は、エネルギー輸入依存度の高い欧州とアジアで最も大きな打撃を受ける公算が大きい。小売・消費財は、特に家計の購買余力が厳しい市場において、需要の大幅な減退に直面す
る可能性がある。ハイテク産業では、アジアの半導体工場の混乱に伴う供給制約により、売上機会の逸失リスクが高まる。銀行・資本市場では、市場変動の拡大による売買益が生じ得る一
方、経済環境が悪化すれば信用リスクの上昇がこれを相殺する可能性がある

2次・ 3次波及影
響の詳細

• Energy- and trading-driven industries may benefit somewhat while cost- and demand-sensitive sectors are squeezed. Energy, Capital 
Markets, Natural Resources, and Aerospace & Defense stand to gain from higher prices, trading activity, and rearmament, while Industrials, 
Utilities, Automotive, Travel, Retail, and Consumer Goods see margin and demand headwinds. Energy in North America is likely to see greatest 
upside, while EMEA faces greater strain in energy-intensive sectors, and APAC’s export-driven industries are most exposed to trade and demand 
disruption.

• バリューチェーンの混乱： ホルムズ海峡の封鎖により、供給停止となった投入物の影響がプラスチック、繊維、包装、医薬品、半導体へと連鎖し、世界の製造業全体で減産を余儀なくされ
るリスクがある。なかでもアジアと欧州の産業基盤が最も大きく影響を受けやすい

• 欧州製造業： ガス価格の上昇は、 2022～23年のガスショック時と同様に、製造業にとって逆風となる。収益性の悪化は避けがたい  

• 個人消費の抑制：欧州とアジアの消費者は、紛争前から脆弱だった経済基盤、食料・エネルギー価格ショックへの高い感応度、家計支援に使える政府財政余力の相対的な小ささを背景に、
最も大きな圧力を受ける可能性が高い

• 金融面での波及： 紛争が長期化すれば、中央銀行による高金利政策の長期化、クレジットスプレッドの拡大、非ドル通貨圏での為替圧力を通じて、金融環境が一段と引き締まる可能性があ
る。加えて、湾岸協力会議（ GCC）諸国の政府系ファンドが原油収入減少を補うために資産売却を進めれば、株式市場の調整リスクが増幅する可能性もある
構造的な変化の定着： 紛争後の世界経済では、エネルギー価格に織り込まれるリスクプレミアムの上昇、世界的なエネルギー・ AI拠点としての湾岸地域の競争力低下、戦略的輸送回廊の
「武器化」の進展、ペトロダラー還流の縮小といった新たな常態が定着する可能性がある

出典：アクセンチュア分析
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Macro Foresight

Section One

背景と
シナリオ分析



イラン紛争とホルムズ海峡封鎖は、歴史上最大のエネルギー供給混乱を引き起こし、価格急騰、
海運の麻痺、広範な市場混乱を招いた
紛争激化のタイムライン

出典：アクセンチュア分析

紛争前

紛争発生中

米軍の増強
2月6日～19日

中東・アフリカ地域に
大規模な軍事資産を

展開
ブレント原油 ▲：

戦争懸念を背景に当初
上昇市場▼：エネル
ギー・防衛関連は軍事
行動への警戒から上昇
した一方、幅広い市場
は潜在的な軍事行動を
前に慎重姿勢を維持

「オペレーション・
エピック ・

フューリー 」開始
2月28日

米国とイスラエルが協調し
た軍事行動を開始、

ハメネイ師が殺害される
ブレント原油 ▲：ボラティ

リティが上昇し、日中
ベースで原油価格が急伸

市場▼：先物市場の急落を
受け、資金が「安全資産」

に退避

湾岸地域の生産・輸出が
崩壊3月3日～9日

生産停止が発生し、 IEAはこれを歴
史上最大のエネルギー安全保障上の

課題と位置付け

ブレント原油 ▲：供給混乱は最大
規模となり、日量 2,000 万バレル、

総供給の20％に達する
市場▼： S&P500は年初来で2.5％下
落、ナスダックは調整局面入りに

接近

IEAによる石油備蓄放出
3月10日

IEAは過去最大となる 4億バレルの
備蓄放出を実施（供給量換算で日
量約230万バレル）
ブレント原油 ▼：備蓄放出への反
応で下落した後、護衛措置や停戦
に関する誤情報を受けて反発し、
日中変動率は約10％に達する
市場▼：相反する報道を受けて極
端なボラティリティが発生

サウス・パー
ス・ガス田への
攻撃
3月18日～19日

イスラエルがガス埋蔵
地を攻撃し、報復とし
てラス・ラファンが被
弾、世界のガス供給に
深刻な打撃
ブレント原油 ▲：価
格が急騰し、エスカ
レーションの連鎖の中
でサウジの Yanbu 輸出
も停止
市場▼：主要株価指
数で売りが広がる
（ S&P -1.5％、ナス
ダック -2％）

ホルムズ海峡封鎖 3月2日

イラン革命防衛隊（ IRGC）がホルムズ海峡の封鎖を宣言し、世界
のエネルギー供給の 20％が滞る事態となる
ブレント原油 ▲：供給制約の長期化懸念とヒズボラを通じたエス
カレーション懸念を受けて急騰
市場▼：株式市場は全面安となる（ S&P -0.7％、ダウ -0.96％）

交渉の不透明感と
イスラエルによる

停戦提案

3月27日

米国はパキスタン経由で和
平案を提示した一方、イラ
ンはホルムズ海峡の主権承
認を含む 5つの停戦条件を
提示。イスラエルはイス

ファハンを攻撃し、イラン
革命防衛隊海軍トップを

殺害
ブレント原油 ▲：追加的
なエスカレーションと紛争
長期化への懸念から、価格

は108ドルまで上昇
市場▼：売りが広がる

（ S&P -1.7％、ナスダック
-2.4％）

$100/bbl

米国防総省が地上
作戦を準備

3月28日～31日

フーシ派が紛争に本格参
入し、イスラエルへの初
の直接攻撃を実施。イラ
ンはGCCの軍事インフラ

への攻撃を拡大。
Washington Post は、米
国防総省が数週間に及ぶ
地上作戦を準備している

と報道
ブレント原油 ▲：フーシ
派を巡る不透明感から

115ドルまで上昇
市場▼：インフレ見通し
の上方修正が市場の重し

となる
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2週間の停戦で合意
4月5日～8日

全面的な相互威嚇の後で最
も不安定な局面となり、ホ
ルムズ諸島への第2波攻撃
も発生。トランプ大統領は
4月7日午後8時を期限に武
器対応の判断を迫り、その
後2週間の停戦と条件付き
の海峡再開放が発表される
ブレント原油 ▼：日中の価

格変動と下落が
繰り返される

市場▲：停戦発表を受けて
株式市場は急反発

4月8日時点



ホルムズ海峡は単なるエネルギーのチョークポイントではない。世界の海上輸送による肥料の約 3分
の1に加え、主要 な石油化学原料や代替ルートのない重要な産業投入物がこの海峡を通過している
エネルギーを超えて何がリスクにさらされているのか

出典： Bernstein , IEA, EIA, Jefferies, Atlantic Council, アクセンチュア分析

影響を受けるリソース
影響を受ける
世界規模の数量 最も依存しているのは誰か 緩和策が限定的な理由

海峡が再開しても、
需給の正常化には時間を要する理由

エネルギーの流れ

原油 • 約1,500 〜 2,000 万バ
レル／日（世界全体
の約20％、海上輸
送分の約25％）

• 輸出量の89％がアジア向け
（中国 38％、インド 15％、韓
国12％、日本 11％）

• サウジアラビア／ UAEのパイプラインによる
迂回能力は、海峡経由で輸出される約 2,000
万バレル／日のうち、 700万バレル／日未満
にとどまる

• OPECプラスの余剰生産能力は、封鎖の影響
で活用できずに滞留している

• 湾岸地域の産油国では既に井戸の閉鎖・生産
停止が始まっており、再稼働には数週間を要
する

• 長期停止による設備腐食リスクが高まる

LNG • 約7,700 万トン／年
（カタール）（世界
のLNG取引量の約
20％）

• 輸出量の83％がアジア向け • パイプラインによる迂回ルートは存在しない
• LNGは海峡を通過するタンカー輸送に限定さ
れており、代替ルートは存在しない

• カタールのラス・ラファン基地の生産能力の
うち約 17％が損傷し、 3〜 5年間にわたり停止
する見通し

• 仮に物理的な損傷がなくても、再稼働には数
週間を要する

非エネルギーの流れ

肥料 • 尿素輸出の約35〜
40％

• 硫黄輸出の約50％

• 米国中西部における春作付け
（トウモロコシ・大豆）およ
び世界の食料生産にとって極
めて重要

• パイプラインによる代替手段は存在しない
• 作付け期における供給混乱は、 12か月以上に
わたり食料価格へと連鎖的な影響を及ぼす

• 春の作付けシーズンは時間的制約が非常に厳
しい

• 適期を逃すと、海峡がいつ再開されても作物
の減収は避けられない

石油化学
原料

• メタノール： 19％
• エチレン： 14％
• MEG： 16％

• 世界的に、プラスチック、合
成繊維、包装材、医薬品、接
着剤などの分野で広く利用さ
れている

• パイプラインによる代替手段は存在しない
• アジアのエチレン設備（クラッカー）は稼働
率を引き下げ

• 年間約1,000 万トンのポリエチレン（ PE）生
産能力がリスクにさらされている

• スチームクラッカーがフル稼働に復帰するま
でに約 2か月のタイムラグが必要

• 地理的制約によって分断されたサプライ
チェーンの再構築が求められる

工業用金属 • アルミニウム ： 9％
• 鉄鉱石ペレット：

18％
• ヘリウム： 30％

• 自動車および建設向けのアル
ミニウム

• 半導体製造および MRI向けのヘ
リウム

• カタール／バーレーンの製錬所は操業停止。
ヘリウム供給の制約が半導体製造を脅かして
いる

• ヘリウムには短期的な代替手段が存在しない

• アルミニウム製錬所の再稼働には数週間を要
する

• サプライチェーンには長期にわたる構造的な
影響が残る



直近の停戦は持続的な紛争解決への道筋を開いた一方で、再エスカレーションのシナリオはなお
残っており、ホルムズ海峡の混乱長期化や追加的なインフラ被害のリスクは依然として払拭され
ていない
イラン紛争シナリオ ¹

注記：（ 1）本評価は、モンテカルロ・アンサンブル・モデリング、ベイズ型の地政学推論、査読済みの経済・紛争理論フレームワーク、ならびに IMF／ECBベンチマークと整合的な過去データ検証を統合した独自のエージェント型シミュ
レーション基盤「 IRCISS」に基づいている。（ 2）価格は 2026年残存期間の年率換算平均である。シナリオ 3では、需給を再均衡させる需要破壊が生じる前に、原油価格が一時的に 200ドル／バレル、ガス価格が 200ユーロ／MWh 超に達する
可能性がある。（ 3）民生用水インフラへの被害などのテールリスクは織り込んでいない
出典：アクセンチュア分析

1. 持続的な解決 2. 混乱の長期化 3. より広範なエスカレーションとインフラ被害 3

概要 • 仲介による停戦を受けてホルムズ海峡は段階的に再開し、完全
な正常化は長期的な和平合意の内容と信頼性に左右される

• 交渉の決裂と再度の緊張激化により膠着状態が再び生じ、ホ
ルムズ海峡の混乱が長期化する

• 地域のエネルギーインフラへの追加攻撃が発生
紅海回廊における 海運混乱の再燃を含め、紛争は湾岸諸国全体へ拡
大する

主なトリガー／シグナル • 停戦合意の継続的な順守

• ホルムズ海峡における船舶の安全航行の実証

• 合意条件に関する進展・収れんの明確化

• いずれか一方または複数当事者による停戦違反

• イランによるホルムズ海峡通航の過度に厳格な「取り締ま
り」

• ペルシャ湾における米軍増強の継続

• 米軍がイラン本土に展開すること（例：ハルグ島）

• 米国・イスラエルによるイランの電力・エネルギーインフラ攻撃の
加速と、それに対するイランの GCCインフラへの反撃  

ホルムズ海峡の再開タイ
ムライン

• 実質的な封鎖期間は合計 1～2カ月

• その後、航行は段階的に再開し、 2～3カ月で概ね正常化する見
込み。ただし、保険料率は高止まりする

• 護衛付き船舶や通航料支払い船舶については 1～2カ月以内
に部分再開するが、 商業ベースでの正常化には 6～12カ月を
要する

• たとえ海峡が再開しても、焦点はインフラ被害の方へ移る

• 海運混乱の継続期間は見通せない

インフラ被害 • 現時点の被害を超える追加被害は生じない想定。例として、ラ
ス・ラファン（カタール LNGの17％）、ラス・タヌラ、サウ
ス・パースの一部区画が含まれる

• 戦闘継続により、広範ではないものの付随的な追加被害が蓄
積湾岸産油国・産ガス国では数カ月にわたり生産停止が発生

• 湾岸地域およびイランの エネルギーインフラに大規模な追加被害
が発生し、数カ月から数年にわたり供給能力が停止

• 電力・ AI関連インフラへの被害の可能性もある

原油価格 2 （ブレント、 2
月の70ドル /バレル対比）

• 85～100 ドル /バレル
• 海峡再開に伴い低下するが、地政学リスクプレミアムは恒常的

に高まった状態が続く

• 100～120 ドル /バレル
• 供給不足、高い通航コスト、残存リスクを背景に、価格は高

止まりしつつ高い変動性を伴う

• 120～160 ドル /バレル
• 世界のエネルギーリスクが構造的に再評価される
• 需要破壊により、価格の下限はより高い水準で形成される

ガス・ LNG価格2 
（ TTF価格、 2月の

32ユーロ /MWh対比）

• 40～55ユーロ /MWh

• カタール LNG能力の17％が3～5年にわたり停止する一方、 EU
の在庫積み増しは困難ながら実施可能

• 55～65ユーロ /MWh

• アジアと欧州の LNG調達競争が一段と激化

• EUの在庫積み増しは深刻に阻害される

• 65～90ユーロ /MWh

• カタールの追加能力にも被害が及び、アジアでは電力供給制限が発
生し、世界のガス危機が複数年にわたり続く可能性がある

サプライチェーンの混乱 • 船舶の迂回によりコストは増加するが、管理可能な範囲にとど
まる

• 作付け期には負荷がかかるが、機会の逸失には至らない

• 製造業は在庫の取り崩しで対応可能

• 非エネルギーの重要投入材が数カ月かけて枯渇

• 作付けの適期を逸する

• 供給不足により一部で減産を余儀なくされる

• 紅海封鎖により、ホルムズ海峡回避ルートの選択肢が失われる

• 湾岸地域からの輸出が全面停止し、工場停止や構造的なサプライ
チェーン断絶を引き起こす

金融面への影響 • クレジットスプレッドは高水準ながら安定化

• 株式市場は解決の明確化を受けて回復国債・金融システム面で
重大なストレス事象は発生しない

• 企業業績見通しの下方修正を受けて株価は下落

• 中央銀行はスタグフレーション対応に縛られ、利下げ余地が
限定される

• ドル高が新興国経済に大きな圧力を及ぼす

• 企業デフォルトが信用市場全体のストレスを誘発

• GCCの政府系ファンドによる資産売却が株式・債券市場の下落を
増幅

• ソブリン債務不安と世界的な金融波及リスクが高まる

経済への影響 • これまでの混乱とその波及により、 世界GDPは0.4％押し下げ
られ、インフレ率は 0.7ポイント押し上げられる

• 2次・ 3次波及影響の大半は回避される

• 世界的に急性のスタグフレーションリスクが高まり、 世界
GDPは0.9％押し下げられ、インフレ率は 2.3ポイント上昇
する

• 欧州とアジアは景気後退に近づく

• 需要破壊と強制的な減産が重なる中、世界景気後退に陥る可能性が
高い

• GDPの下押し幅は 1.5％以上、インフレ率は 3.5ポイント超上昇す
る可能性がある

4月7日の停戦後に想定される進行方向

暫定推計



Section Two

各国および
各産業への影響
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今回の紛争は影響の連鎖を生み出している。一次的なエネルギーショックが、二次的な商品・
貿易・金融面の影響を誘発し、それがさらに三次的な構造的損傷へとつながっている
損害が世界経済に波及するメカニズム

一次影響
（発生後数週間） エネルギー供給ショック  

• 世界の原油・ LNG供給の約20％が市場から失われることで、需給バランスが即座に崩れ、価格の急騰を引き起こす
• パイプラインによる迂回供給で補えるのは失われた供給量の 3分の1未満にとどまり、 OPECの余剰生産能力も封鎖の影響下に置かれる。戦略備蓄の放出も一時的な緩和策にとどま
るため、エネルギー価格には持続的な上昇圧力がかかる

二次影響
（ 0～2カ月）

商品価格・投入コストへの波及

• エネルギーコストの上昇は、石油化学、肥料、金属、
精製品の生産コストを押し上げ、川下産業全体の投入
コスト上昇につながる

貿易・海運の混乱

• ホルムズ海峡が封鎖されると、船舶は喜望峰経由
への迂回を余儀なくされ、輸送日数が 10～20日長
期化し、運賃と保険コストが上昇する

金融環境の引き締まり

• 市場はインフレ率の上昇と成長率の低下を織り込
み、国債利回りとクレジットスプレッドを押し上
げる

• 米ドルは安全資産かつ原油決済通貨として上昇し、
新興国通貨には下落圧力がかかる

個人消費の弱含み
• 燃料費と食料費の上昇に
より、家計支出に占める
必需支出の割合が高まり、
裁量的支出の削減を余儀
なくされる

• 特に低所得層への打撃が
大きい

企業利益率の低下
• エネルギー多消費型産業
の企業は、コストを価格
転嫁して需要減少リスク
を取るか、自社で吸収し
て利益率を低下させるか
の選択を迫られる

• 消費財企業への影響も大
きい  

財政・ソブリン面のストレ
ス
• 各国政府は補助金負担の
急増と税収の下振れに直
面する

• 外貨準備の乏しい新興国
では、通貨下落や国際収
支悪化の圧力が高まるリ
スクがある

サプライチェーン再編の
加速

• ホルムズ海峡の武器化は、
地域分散型サプライ
チェーンへの移行を加速
させる

• 企業はLNG・原油輸入へ
の依存低減に向けて脱炭
素化を前倒しで進める   

三次影響
（ 2カ月超）

AI関連投資・整備への支障

• 湾岸地域からのヘリウム
および LNG供給の混乱は、
半導体生産の滞留を招き、
データセンターコストを
押し上げる

• データセンターへの攻撃
は、 GCC諸国におけるソ
ブリン AIインフラ整備を
損なうリスクがある

地政学的な波及

• 制裁緩和と商品価格上昇
によりロシアが恩恵を受
け、ウクライナ情勢にも
影響を及ぼす可能性あり

• 世界的な地経学上の分断
を一段と加速させる  

出典：アクセンチュア分析

代表例



地域 国
エネルギー輸入
依存度全体 1

ホルムズ
海峡由来の
原油2

ホルムズ海峡
由来のLNG 2

サプライチェーンおよび
経済構造上の脆弱性 緩和要因

政策・財政面の
バッファーと柔軟性

シナリオ別の GDP影響
（％ポイント） 3

シナリオ別のインフレ
影響
（％ポイント）

相対的な
エクスポー
ジャー

北米 米国 低い： 純輸出国 1-2% なし 低い： 肥料不足、海運コスト
上昇、すでに圧迫されている
消費基盤へのインフレ圧力

大きい ：戦略石油備蓄
（ SPR）が潤沢で、国内
エネルギー生産の柔軟性
も高い

強い：基軸通貨国であり、
FRBの政策対応余地もあ
る。一方で財政余地は限
定的

低い

カナダ 低い： 純輸出国 ごくわずか ごくわずか 低い： 運賃上昇、輸入製造品
の不足 

大きい ：商品価格上昇に
よる輸出収入押上げ効果

強い：財政基盤は堅固

低い

欧州 フランス 中程度： 47% 10-15% 5-10% 中程度： 石油化学品および肥
料の不足

中程度： 原子力基盤、
LNG貯蔵能力

中程度： 高債務と政治面
の制約 中程度

ドイツ 高い： 70% 5-10% <5% 中程度： 大規模な産業基盤が、
運賃上昇や化学品・原料不足
の影響を受けやすい  

中程度： ノルウェー産
ガス、限定的な LNG貯蔵
能力

強い： 低債務で大規模な
財政刺激の余地が大きい

中程度

ギリシャ 高い： 90% 35-45% 5-15% 高い： 原油価格上昇と運賃上
昇、観光の混乱

中程度： エネルギー源の
多様化が進展中

弱め～中程度： 高債務が
財政の柔軟性を制約 中～高

イタリア 高い： 70% 20-30% 15-25% 高い： 天然ガス集約型の経済
構造、化学品不足  

中程度： 貯蔵能力と多様
化されたパイプライン  

弱め～中程度： 非常に高
い債務と政治的不安定性 中～高

スペイン 高い： 77% 5-10% 5-10% 中程度： エネルギー価格上昇
と運賃上昇  

大きい： LNG供給源の分
散が高度に進んでいる  

中程度： 一定の財政余地
あり 中程度

イギリス 高い： 44% 3-5% <3% 中程度： 運賃、航空燃料、化
学品価格の上昇 

中程度： 北海、ノル
ウェー産ガス、国内供給  

中程度： イングランド銀
行の柔軟性はあるが、財
政制約と英国債市場の感
応度が高い

中～高

米国とカナダは純エネルギー輸出国であるため、直接的な影響は概ね限定的である。
一方、欧州諸国は主にガス価格の上昇と運賃上昇を通じて脆弱性が高い
地域別の影響差（ 1/3）

注記：（ 1）数値は、国内純エネルギー使用量に占めるエネルギー輸入の割合を示す。 100％を超える値は、加工および再輸出のために大量のエネルギーを輸入している国を反映している。（ 2）国内の原油またはガス
総消費量に占める割合。（ 3）シナリオ 3（より広範なエスカレーション）は、このシナリオにおける 2次・ 3次波及影響および広範な波及効果の推計が難しいため、推計対象から除外している
出典： Accenture IRCISS シミュレーションモデル、およびエネルギー・マクロ影響を評価するモンテカルロ・シミュレーション基盤を用いた国別分析
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地域 国
エネルギー輸入
依存度全体 1

ホルムズ
海峡由来の
原油2

ホルムズ海峡
由来のLNG 2

サプライチェーンおよび
経済構造上の脆弱性 緩和要因

政策・財政面の
バッファーと柔軟性

シナリオ別の GDP影響
（％ポイント） 3

シナリオ別のインフレ
影響（ ％ポイント）

相対的な
エクスポー
ジャー

欧州 オランダ 高い： 87% 10-15% 5-10% 中程度： 海運・製油ハブ
として、貿易混乱の影響
を受けやすい

大きい： 主要ガス
ハブ（ TTF）であり、
LNG受入能力も有
する

強い： 低債務。ただし、財
政保守主義により景気刺激
余地は限定される可能性が
ある

中程度

スウェーデン 低い：  28% 5-10% ごく
わずか

低い： 輸送用燃料コスト
の上昇

大きい： ガス使用
量が少なく、原子
力と水力が主力

強い： 低債務で財政・金融
の柔軟性が高い 低い

ノルウェー 低い：
純輸出国

<5% ごく
わずか

低い： 運賃・物流コスト
の上昇

大きい： 主要な原
油・ガス輸出国

非常に強い： 政府系ファ
ンド資産が大きく、財政対
応力も高い

低い

デンマーク 中程度： 44% 5-10% <5% 低い： 運賃上昇、原油コ
スト影響は限定的

大きい： 再生可能
エネルギーと国内
供給

強い： 低債務で、財政の柔
軟性が高い 低い

中東 クウェート 低い：
純輸出国

純輸出国 10-25% 高い： 原油輸出および
LNG輸入の混乱

限定的： ホルムズ
海峡を大きく迂回
するルートを持た
ない

強い： 大規模な政府系ファ
ンドを有する一方、財政収
入への圧力は大きい

とても高い

カタール 低い：
純輸出国

純輸出国 純輸出国 非常に高い： LNG、化学
品、肥料の輸出混乱

限定的： 代替とな
るLNG輸出ルート
がない

強い： 大規模な政府系ファ
ンドを有する一方、財政収
入への圧力は大きい

とても高い

サウジアラビア 低い：
純輸出国

純輸出国 純輸出国 高い： 輸出と海運の混乱  中程度： 東西パイ
プラインによる迂
回余地がある

非常に強い： 大規模な政
府系ファンド、外貨準備、
財政バッファーを有する

中～高

UAE 低い：
純輸出国

純輸出国 5-15% 高い： 輸出、海運、観光、
物流・航空の混 乱

中程度： フジャイ
ラ・パイプライン
により原油輸出の
一部迂回が可能

強い： 大規模な政府系ファ
ンドと強固な財政基盤を有
する一方、非石油収入には
下押しリスクがある

高い

湾岸諸国は、輸出混乱とインフラ被害による大幅な収入減に直面するほか、
域内の観光・航空にも広範な逆風が及ぶ
地域別の影響差（ 2/3）

注記：（ 1）数値は、国内純エネルギー使用量に占めるエネルギー輸入の割合を示す。 100％を超える値は、加工および再輸出のために大量のエネルギーを輸入している国を反映している。（ 2）国内の原油または
ガス総消費量に占める割合。（ 3）シナリオ 3（より広範なエスカレーション）は、このシナリオにおける 2次・ 3次波及影響および広範な波及効果の推計が難しいため、推計対象から除外している
出典： Accenture IRCISS シミュレーションモデル、およびエネルギー・マクロ影響を評価するモンテカルロ・シミュレーション基盤を用いた国別分析
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地域 国
エネルギー輸入
依存度全体 1

ホルムズ海
峡由来の原
油2

ホルムズ海峡
由来のLNG 2

サプライチェーンおよび
経済構造上の脆弱性 緩和要因

政策・財政面の
バッファーと柔軟性

シナリオ別の GDP影響
（％ポイント） 3

シナリオ別のインフレ影響
（％ポイント）

相対的な
エクスポー
ジャー

アジア
太平洋

中国 低い： 24% 40-50% 20-30% 高い： エネルギー多消費型の
経済構造に加え、ホルムズ海峡
由来の原料へのエクスポー
ジャーが大きい

中程度： 大規模な戦略石
油備蓄（ SPR）と陸上パイ
プライン

強い： 外貨準備が大きく、
金融政策の柔軟性もある
が、債務水準は高い

中～高

日本 高い： 87% 80-90% 10-20% 非常に高い： エネルギー多消
費型の経済構造であり、 LNG供
給混乱の影響も大きい

限定的～中程度： 大規模
な戦略石油備蓄

中程度： 金融政策の柔軟
性はあるが非常に高い債
務が財政余地を制約する

高い

韓国 高い： 84% 70-80% 25-35% 非常に高い： エネルギー多消
費型の経済構造であり、 LNGお
よび石油化学分野の混乱にさら
されやすい

中程度： LNG調達先の分
散と原子力発電

強い： 財政・外貨準備の
基盤は堅固で、一定の利
下げ余地もある

とても高い

マレーシア 低い： 純輸出国 10-20% <5% 中程度： 海運混乱、化学品、
原料不足 

大きい： LNGの純エネル
ギー輸出国

強い： 商品市況による収
入増が政策運営の柔軟性
を支える

中程度

シンガポール とても高い：
280%

70-80% 20-30% 高い： 貿易ルートの迂回、物
流、観光の混乱

中程度： 備蓄とトレー
ディングハブとしての柔
軟性

非常に強い： 大規模な政
府系資産、外貨準備、財
政バッファー

高い

タイ 中程度： 58% 50-60% 20-30% 高い： 原油・ガス価格の上昇
と観光の混乱

限定的： LNG調達先の分
散

中程度： デフレ局面下で
は利下げ余地がある一方、
補助金負担は大きい

高い

オーストラリ
ア

低い： 純輸出国 30-40% None 中程度： 化学品、肥料、精製
品の不足 

中程度： 大規模な国内
LNG生産

強い： 財政基盤は堅固だ
が、高インフレが利下げ
を制約する

中程度

インド 中程度： 36% 45-55% 15-25% 非常に高い： 燃料補助金負担、
肥料および食料システムの混乱

中程度： ロシア産原油と
分散された調達先

中程度： 補助金コミット
メントと高債務が政策余
地を制約する

とても高い

中南米 ブラジル 低い：
純輸出国

5-10% <5% 低い： 肥料、化学品不足  中程度： 純産油国 中程度： 商品収入の押上
げにより一定の財政余地
が生まれる

低い

メキシコ 中程度： 22% 5-10% <5% 低い： 化学品、精製品不足 中程度： 国内生産があり、
米国とのエネルギー統合
も進んでいる

中程度： 財政柔軟性は限
定的で、インフレ制約も
ある

低い

アジア はホルムズ海峡経由の原油・ガス輸入への依存度が高いため 、
混乱長期化の影響を最も受けやすく、鉱工業活動と個人消費の双方に重い下押し圧力がかかる

地域別の影響差（ 3/3）

出典： Accenture IRCISS シミュレーションモデル、およびエネルギー・マクロ影響を評価するモンテカルロ・シミュレーション基盤を用いた国別分析
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航空宇宙・防衛は、リスクの高まりに伴い恩恵を受ける一方、自動車、化学 、消費 財は
利益率の圧迫と需要軟化のリスクに直面する
業界別の影響（ 1/2）

出典：アクセンチュア分析

Negative Neutral Positive

業界 売上影響 コスト影響 コスト転嫁力 総合影響 EMEAへの影響 北米への影響 APACへの影響

航空宇宙
・防衛

• 受注残の拡大により恩恵を
受ける

• 投入コストは上昇するが、
コストプラス契約がこれを
相殺する

• コストプラス契約により価格は守
られる

Positive 前線需要、 NATOの再軍備 プラス：国防総省予算要求は
2,000 億ドル

プラス：国防総省予算要求は
2,000 億ドル

自動車 • GCCの混乱と景気減速が逆
風となる

• エネルギー価格を背景に投
入コスト圧力を強く受けや
すい

• 中国企業に対して価格決定力が限
定的

• 需要感応度が非常に高い

Negative • 需要が弱まり、利益率に圧
力がかかる

• 需要が弱まり、利益率に圧
力がかかる

• 欧米OEMは輸出とサプライ
チェーンの両面でエクス
ポージャーを抱える

銀行 • NIMは短期的にはやや
追い風

• ストレスのかかるセクター
で引当金が増加

• 不良債権比率の上昇リスク

• NIMや手数料を通じた間接効果は
あるが、競争により制約される

Neutral • 紛争が長期化または再激化し、新興国のソブリンリスクなど、よりシステミックなリスクが顕在
化し始める場合はリスクとなる

資本市場 • ボラティリティ上昇がト
レーディングを押し上げる

• M&A／DCMは減速

• コスト基盤は固定的で、商
品価格には連動しない

• 手数料の価格決定力は限定的だが、
ボラティリティ上昇はビッド・ア
スク・スプレッドの拡大に 寄与

Neutral • 銀行や投資会社は市場のボラティリティ拡大の恩恵を受ける
• ただし、紛争が長期化すれば資本市場活動の重しとなる

化学 • 産業向け最終市場全体で需
要が軟化する

• 原料とエネルギーの上昇が
利益率を圧迫する

• 需要が弱いため価格転嫁は限定的 Negative • ガスへのエクスポージャー
は構造的にマイナス

• 米国内のエネルギー供給が
一部のコスト上昇を 相殺

• 原料の多様化が進んでおり、
中国が安定化要因となる

通信
・ メディア

• 直接的なエクスポージャー
は小さい

• 消費者が裁量支出を削減す
るリスクがある

• 直接的な投入コスト影響は
限定的

• ハードインフラの方がより
影響を受けやすい

• 消費者が弱含み、裁量支出が減る
と価格転嫁は難しくなる

Neutral • 通信・メディア企業は、紛争長期化によって消費者負担が高まる場合に最も影響を受けやすい
• 消費者は裁量支出を削減する可能性が高い

消費財 • 販売数量および商品ミック
スにダウングレード圧力

• 農業コスト上昇が投入コス
トを押し上げる

• 包装コストも上昇する

• 消費者が購買力制約に直面してい
るため、より厳しい

Negative • インフレとエネルギーコストが上昇すれば、消費財企業は販売数量縮小のリスクに直面する
• 特に、もともと消費者負担が重い市場で顕著である

エネルギー • 上流部門の収益は高エネル
ギー価格の恩恵を受ける

• 投入コストは上昇するが、
原油価格上昇が相殺する

• グローバル商品価格に基づき全面
的に価格転嫁が可能

Positive • 上流部門は恩恵を受ける一
方、下流部門はインフレ
ショックにさらされる

• 生産者は指標価格上昇の恩
恵を受ける

• 輸入国は打撃を受け、精製
部門の影響はまちまち

ヘルスケア • 中核医療需要は安定して
いる

• 限定的。エネルギーを通じ
た間接的なコスト圧力

• 価格決定力は強いが、価格転嫁に
は時間差がある

Neutral • 需要は安定しているが、政
府予算には圧力がかかる

• 需要は底堅く、価格対応で
コストを吸収可能

• 需要は安定しているが、一
部で供給混乱が生じる

ハイテク • 企業向け・消費者向け需要
は鈍化

• AIインフラ整備が減速する
リスク

• 半導体製造に投入される資
材のコストが上昇する

• 世界需要の強さを背景に、相対的
に価格決定力は強い

Negative • 需要主導で消費関連は減速する
• AI向け設備投資は引き続き強いとみられるが、企業がテクノロ

ジー支出を抑制するリスクがある

• エネルギーやヘリウム供給
混乱に対する、 輸出・製造
面のエクスポージャーが大
きい



旅行業と産業財は、需要減速とコスト増加圧力のリスクが最も大きい 。一方 、 B2C／B2Bプラット
フォーム企業も、裁量的支出が鈍化した場合には実質的なリスクに直面する

業界別の影響（ 2/2）

出典：アクセンチュア分析

業界 売上影響 コスト影響 コスト転嫁力 総合影響 EMEAへの影響 北米への影響 APACへの影響

産業財

• 設備投資の遅れが、 受
注モメンタムを鈍化さ
せる

• 需要破壊が受注の重し
となる

• 投入コストインフレの
影響を大きく受ける

• コスト増を価格転嫁する力 は
弱い

• Negative • エネルギー多消費型企
業が最も影響を受けや
すく、既存の中国企業
との競争圧力も一段と
強まる

• AI関連投資を除く製造
業は減速する可能性が
高い

• エネルギー多消費型
セクター への影響が
大きい

保険
• 地政学リスクを受けて

保険料は上昇する
• 紛争により保険金支払

い圧力が高まる
専門保険および商業保険ではコ
スト転嫁力が高い

• Neutral • 規律あるアンダーライティングを行っている保険会社には追い風となる
• 一方、貿易信用保険、輸送分野へのエクスポージャーが高い企業や、再保険手当てが不

十分な企業はリスクに直面する

ライフ
サイエンス

• 大きな影響はない • GCC経由で供給される
APIを通じた影響が生
じる

• API調達難が生じればコスト
上昇の可能性がある

• Neutral • APIを起点とするバリューチェーン混乱の影響を受ける可能性がある

天然資源
• 商品価格の急騰が収益

の押上げ要因となる
• 投入コストは上昇する

が、商品価格上昇がこ
れを相殺する

• 価格受容型であり、売上は市
場価格を反映する

• Positive • 世界的な価格急騰が収
益を押し上げる

• 米国とカナダの生産者
は恩恵を受ける見込み

• まちまち（輸入国と輸
出国で差がある）

公共サービス

• 景気減速が税収の重し
となる

• 紛争が長期化すれば、
景気刺激策の必要性が
高まる可能性がある

• N/A • Neutral to 
Negative

• 主なリスクは、スタグフレーションが財政を圧迫する点にある。すなわち、各国政府は
家計や企業を支えるために景気刺激策を講じる必要に迫られる可能性がある

小売

• 実質所得の圧迫により、
裁量的消費支出が減少

• ディスカウント業態に
は恩恵がある

• 運賃および調達コスト
が上昇する

• 消費者需要の価格感応度が高
く、価格転嫁余地は限定的

• Negative • 生活費上昇圧力が家計の引き締めを促し、小売需要の下押し要因となる
• 小売業者は販売数量の減少に直面する可能性がある

ソフトウェア・
プラットフォーム

• 消費者向けでは支出鈍
化リスクがある

• 企業も支出を削減する  

• アセットライト型モデ
ルのため、エネルギー
コストに対する直接感
応度は小さい

• コスト転嫁は大きな論点で は
ない

• 主なリスクは需要の弱さ に
ある

• Neutral • 企業が大規模投資を見送ることで、法人需要は弱含む
• 消費者の弱さは B2Cプラットフォームの重しとなる

• ライドシェアのドライ
バーにとって燃料コス
トが上昇する

• 消費需要の鈍化が進む

旅行

• 需要は弱含む
• 夏の旅行シーズンは低

調となる可能性がある

• ジェット燃料価格の上
昇と迂回運航に よりコ
スト は大幅に増加する

• 需要の価格弾力性が高く、価
格決定力は制約される

• Negative • 価格上昇により、夏季休暇・旅行向けの消費支出が圧迫されるリスクがある
• エネルギー価格上昇は 2026年を通じて収益性の重しとなる
• 長距離路線の混乱や欠航が売上の下押し要因となる

公益事業
• 規制下の収益構造が上

振れ余地を制限する
• エネルギー輸入国では

燃料コストが上昇する
• 規制に基づく価格転嫁は可能 • Negative • ガス依存が利益率圧迫

要因となる
• 多様化されたエネル

ギーミックスが影響を
緩和する

• 輸入依存度が高い
• 価格柔軟性が限定的

Negative Neutral Positive



Section Three

主要な二次・三次影響

リスクの深掘り
• サプライチェーン
• 欧州の製造業
• 消費者支出
• 金融市場
• エネルギーのトリレンマ
• 構造的な変化
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ホルムズ海峡の封鎖は、投入財の供給途絶を通じてバリューチェーン全体に波及し、世界の製造
業に生産削減を迫るリスクがある。特に、アジアと欧州の産業基盤への影響が大きい
サプライチェーンの混乱により、製造業の生産がリスクに直面

出典： アクセンチュア 分析

製品／投入財 湾岸地域への依存度 主な生産国・地域 影響を受ける主要な下流製品 消費者価格への影響が出るまでの期間

先端ロジック
半導体

• LNG発電（うち約 3分の1はカタール
由来）

• ウェハ冷却用ヘリウム

• 4-9か月
• 長期契約や受注残に基づく価格設定に
より、コスト上昇の価格転嫁は遅れる

ポリエステル /
合成繊維

• 世界のモノエチレングリコール（ MEG）
の約90％はポリエステル用途で使用

• 湾岸地域は、世界の MEG生産能力の約
40% を占める

• 2-4か月
• 原材料価格（ MEG/ポリエステルなど）は迅速

に変動する一方で、アパレルはシーズンごとの
コレクションサイクルの影響を受けるため、価
格転嫁には時間差が生じる

プラスチック  /
包装材

• 現在、世界で取引されているポリエチレ
ン（ PE）の約 45％は、湾岸地域に由来し
ている

• 2 – 8週間
• 在庫サイクルが短く、樹脂価格がス
ポット市況に連動しているため、コス
ト上昇の価格転嫁が進みやすい

ジェネリック
医薬品/ 
原薬（ API）

• 湾岸地域は、医薬品製造に使用される炭
化水素系溶剤の世界生産量の約15％を供
給している

• 3 – 9か月 
• 在庫バッファが厚く、規制価格や契約価

格が適用されているため、コスト上昇の
価格転嫁は遅れる

精製燃料 • 世界で取引される精製石油製品（ディー
ゼル油・ジェット燃料）の約 16％は、ホ
ルムズ海峡を経由している

• 数日 – 2週間 
• 在庫水準が低く、スポット価格に基づ
く価格設定のため、コスト上昇が迅速
に価格へ転嫁される

アルミニウム  /
鉄鋼原材料

• アルミニウムの約 9% が湾岸地域由来
• 鉄鉱石ペレットの約 18% が湾岸地域から

供給されている

• 2-4か月
• インデックス連動型の契約と適度な在
庫水準により、コスト上昇の価格転嫁
には時間差が生じる

窒素肥料 • 世界の尿素輸出の約45％は湾岸地域に由
来している

• 肥料取引全体の約30％がホルムズ海峡を
通過している

• 2-6週間
• ガス価格連動の価格設定と短い取引サ
イクルにより、比較的速やかに価格転
嫁が進む

台湾

韓国

中国

60%

17%

15% 携帯電話 AIアクセラレータ ゲーム
コンソール

電子機器 衣料 産業用繊維

食品包装 プラスチック
ボトル

自動車部品

ジェネリック
医薬品

抗生物質 病院用物資

穀物 油糧種子 アンモニア誘導品

車両 家電製品 建設資材

ガソリン ジェット燃料 暖房用燃料油

中国

インド

ASEAN

50%

18%

12%

中国

米国

中東

30%

15%

12%

インド

中国

欧州

20%

15%

10%

中国

湾岸

インド

55%

9%

5%

中東

中国

インド

25%

25%

12%

サプライチェーン

米国

中国

中東

18%

18%

10%

代表例



欧州の製造業は、ウクライナ紛争を背景とする前回のガス価格急騰時に大きな逆風に直面した。
現在、ガス貯蔵水準は過去 5年で最低水準にあり、同様の逆風が再び生じる可能性がある
ガス価格の動向が欧州製造業に与える影響

出典： AGSI and GIE, Intercontinental Exchange, Eurostat, Haver Analytics, アクセンチュア分析

欧州の製造業

総貯蔵容量に占める割合

EUのガス貯蔵水準

製造業鉱工業生産指数（右軸、 2021年＝100 ）、オランダ TTFガス先物（左軸、 EUR/MWh ）

欧州のガス価格と製造業の生産動向

欧州製造業における主な検討ポイント : 

• 2022年のウクライナ紛争に起因する記録的なガス価格ショックを受け、欧州の製造業生産は約 5% 減少した

• EUのガス貯蔵水準は、同時期として既に過去 5年平均を下回っており、シナリオ 2では欧州のTTFガス価格が 55～65ユーロ／MWh まで上昇する可能性がある

• シナリオ 3では、湾岸地域のガスインフラ被害の程度次第で、ピーク価格が 200ユーロ／ MWh を超え、 2022年の記録水準（ 300ユーロ／ MWh ）に近づく可能性がある
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現在の製造業は、国内需要の低迷、財政余力の制約、ウクライナ戦争時の投入コスト上昇による
利益率圧迫を背景に、以前にも増して厳しい事業環境に直面している
欧州の製造業

出典： Eurostat , アクセンチュア分析

フランス ドイツ イタリア ポーランド ハンガリー デンマーク フィンランド スウェーデン 英国

製造業の主要
3セクター

•輸送機器
•化学
•食品

•自動車
•機械・設備
•化学

•機械・設備
•自動車
•食品

•自動車
•電子機器
•食品

•自動車
•コンピュー
ター・電子機器

•医薬品

•医薬品
•食品
•機械・設備

•木材・木製品
•紙
•機械・設備

•機械・設備
•自動車
•化学

•医薬品
•自動車
•食品

2022 ～23年の
生産への打撃

(3%) (6%) (2%) (0.1%) +0.3% +3% (7%) (4%) +1%

イラン 紛争
局面において

想定される 影響

以下の要因から、
相対的に底堅い
と考えられる :
•航空宇宙・防衛
分野による
下支え

• ドイツ対比で低
いエネルギー集
約度を背景に、
相対的な底堅さ
が見込まれる

以下の要因から、
構造的に影響が
大きい :
•世界的な需要の
弱さ

•中国発の自動車
分野における競
争圧力

以下の要因から、
相対的に底堅い
と考えられる :
•中小企業を中心
とした多様な事
業基盤を有する

•一方で、輸出主
導型セクターは、
需要減速やコス
ト上昇圧力の影
響を受けやすい

以下の要因から、
より影響を受け
やすい :
•自動車需要の回
復による追い風
が剥落

• ドイツのサプラ
イチェーンへの
組み込み度が高
いことに よる
影響

以下の要因から、
より影響を受け
やすい :
•自動車および電
子機器分野への
集中度が高い

• 2022 〜 23年の
回復はFDIと自
動車分野が主導
し、ばらつきが
大きかった

以下の要因から、
相対的に底堅い
と考えられる :
•医薬品分野によ
る安定効果はあ
るものの、今回
はその下支え効
果は以前ほど大
きくない

•機械および食品
分野はコスト上
昇圧力にさらさ
れている

以下の要因から、
構造的な逆風が
続いている :
•木材・紙など、
エネルギー集約
型セクターへの
影響が大きい

•同業他国と比べ
て経済の多角化
が進んでいない

以下の要因から、
より影響を受け
やすい :
•景気循環の影
響を受けやす
い産業構成で
あり、かつ化
学などエネル
ギー集約度が
高い

•グローバル貿
易への依存度
が高い

以下の要因から、
より影響を受け
やすい :
•医薬品分野は通
常水準へ回帰し
ており、自動車
分野の反発も見
込めない

•医薬品や食品な
ど、エネルギー
集約度の低いセ
クター構成が一
定の緩衝材と
なっている

欧州製造業における主な検討ポイント : 

• 多くの欧州産業企業は、 2022 〜 23年のウクライナ戦争に起因するエネルギーショックから、いまだ完全には回復していない。特に化学、素材、機械分野では、利益率や生産量の回復が途上にあり、
ガス・原油価格の再上昇は回復をさらに遅らせるリスクがある

• 2022 〜 23年当時は、自動車や医薬品など一部のセクターが価格決定力やポストコロナ需要の恩恵を受けたが、現在は需要環境そのものが構造的に弱まっている。このためコスト転嫁の余地は限ら
れ、一時的なショックにとどまらず、複数サイクルにわたる収益性の下押し要因となりつつある

• ウクライナ危機時には各国政府が大規模な介入を行ったが、現在は財政余力が大きく制約されている。今後の支援はより限定的かつ条件付きとなる可能性が高く、企業にとっての不確実性は高
まっている

欧州の製造業

暫定推計値



地域 危機前の家計・消費の健全性
CPIに占める食料品・
エネルギーの比率

家計支援に向けた
財政余地

全体的な
リスク

ASEAN 安定的 • 消費者支出は全体として減速傾向にあり、特にタイおよびフィリピンで
は消費者の負担感が強まっている

• 裁量的支出は、生活必需品と比べて減速が顕著となっている

低～中 • 財政余力は国によってばらつきがあるものの、特に
インドネシアやフィリピンでは制約が大きい

• 食料品は家計支出に占める割合が高く、リスク要因
となりやすい

高

インド 安定的 • インフレの沈静化、良好な農村部の環境、所得税減税措置を背景に、国
内需要は底堅く推移している

低～中 • 消費者への補助は実施可能だが財政赤字目標へのコ
ミットメントがあるため、支援規模には制約がある

• 食料品は家計支出に占める割合が大きく、影響リス
クが高い

高

中国 逼迫 • 不動産市場の低迷や若年層の失業問題を背景に、主要国の中でも消費者
の強さは最も弱い水準にある

中 • 有効な政策手段は存在するものの、活用できる余地
は無制限ではない

中

欧州 逼迫 • 欧州の消費者は、すでに購買力の低下や生活費上昇といった課題に直面
している

• 特にフランス、ドイツ、オーストリアでは、消費支出の弱さが顕在化し
ている

低-～中 • 家計を長期間にわたって支援するための財政余力は
限定的とみられる

• エネルギー価格が再び上昇するリスクがある

中

日本 安定的
～堅調

• 消費者の底堅さは、数十年ぶりの力強い賃金上昇を背景に高まってきた

• 食料品および光熱費の CPIは、既にトレンドを上回る水準（約 3.5% ）に
ある

低 • 公的債務がGDPの200％を超えているため、財政的
な余力は極めて限定的である

• エネルギー輸入への依存を通じた影響も大きい

中

韓国 安定的 • 実質賃金は改善しており、消費者信頼感も持ち直している

• 一方で、家計の債務水準は非常に高い

中 • 政府は的を絞った景気刺激策を講じることは可能だ
が、債務に対する懸念が制約となっている

中

米国 安定的 • 全体として消費は底堅いが、低所得層の消費者が圧力にさらされる二極
化を覆い隠している

• 家計のバランスシート全体は依然として健全な水準にあるものの、クレ
ジットの延滞率は上昇傾向にある

中 • 政治的な制約や中間選挙を巡る力学を踏まえると、
消費者全体を広く支援する政策が打ち出される可能
性は低い

• 支援策が債務水準のさらなる拡大につながるとの懸
念も強い

中～高

多くの地域で消費支出の伸びは鈍化しており、消費者への追加的なインフレ圧力 は
引き続き 注視すべきリスクである。なかでも、アジアでその影響が最も顕著に表れている

出典： USDA Economic Research Service, Eurostat. IEA, World Population Review, GlobalPetrolPrices.com, BPS Indonesia Susenas , PSA Philippines 
FIES, GSO Vietnam VHLSS, WB Global Consumption Database, World Bank, IMF, アクセンチュア分析

28%

42%

28%

20%

21%

16%

18%

消費者支出

消費支出への圧力



インフレと家計の購買余力への圧力が強まる中、企業は低所得層の支出比率が高いカテゴリーを
中心に、消費者の支出配分の変化を想定しておく必要がある
家計の購買余力圧迫を踏まえたカテゴリー別影響

注：（ 1）米国データに基づく。（ 2）衣料品、履物、パーソナルケア。（ 3）食品、アルコール飲料・ノンアルコール飲料、たばこ。（ 4）家賃、電気、ガス、水道。（ 5）家具・家庭用設備。（ 6）レクリエー
ション、文化、外食、宿泊。（ 7）自動車燃料および輸送サービス。（ 8）エネルギー価格の上昇が主因。（ 9）消費者による裁量的支出の削減が主因。
出典： Bureau of Labor Statistics 、アクセンチュア分析

指標 衣料品・
身の回り品 2

食品・飲料 3 ヘルスケア・
教育

ユーティリティ 4 家庭用品5 レクリエーション・
ホスピタリティ 6

輸送7

イラン紛争 および
エネルギーショック に伴う

コスト面 での影響

低所得層（下位 40％） におけ
る支出全体に占める割合 1 4.2% 15.9% 11.5% 8.2% 6.7% 4.0% 5.0%

高所得層（上位 20％）におけ
る支出全体に占める割合 1 3.8% 12.2% 9.7% 4.4% 6.7% 5.1% 4.3%

差分
0.4% 3.7% 1.8% 3.9% 0.0% -1.1% 0.6%

カテゴリー別の考慮点 • エネルギーおよび
石油化学分野の混
乱は、 2〜 3カ月
後に価格上昇とし
て波及する可能性
がある

• 非必需品カテゴ
リーであり、支出
削減の影響を受け
やすい

• 農業・包装の双
方で、 2〜 3カ月
後に投入コスト
圧力が顕在化す
る可能性がある

• 消費者はより安
価な選択肢への
シフトや購買行
動の変化を示す
と見込まれる

• 同カテゴリーは、
紛争に伴うインフ
レ圧力の直接的な
影響は受けにくい

• ただし、消費者が
支払いを抑制した
り、利用するサー
ビスを選別したり
するリスクがある

• 価格規制の影響
が大きい地域で
は、懸念がより
強い

• 電力価格の上昇
は、配給制限や
料金不払いを引
き起こす可能性
がある

• これは非必需品カ
テゴリーである

• 価格上昇は3～6か
月後から顕在化し
始める可能性が
ある

• 消費者はこの分野
で支出を抑制する
可能性が高い

• 航空運賃の高止ま
りを背景に、これ
からの旅行シーズ
ンはリスク要因と
なり得る

• 消費者は、娯楽や
外食といった分野
で支出を抑制する
可能性が高い

• 米国の消費者は、
ガソリン価格の上
昇に最も強い懸念
を抱いている

• 在宅勤務の増加な
ど、生活習慣の変
化につながる可能
性がある

直接的な影響 8 間接的な影響 9 直接的・間接的な影響

消費者支出



エネルギーショックは複数の経路を通じて金融環境を引き締め 、
企業の資金調達環境を厳しくするとともに、金融システム上のリスクを高めている
金融面での影響

出典： Haver Analytics, アクセンチュア分析
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主要国における 10年国債利回り
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企業への示唆 : 

• 今後6〜 12か月にわたり、高金利と信用環境の引き締まりが続く前提で、キャッシュフロー予測を改めて精査・更新する

• 湾岸諸国の政府系ファンドによる資産フローを、市場全体のストレスを示す先行指標として注視する

• 資本コストが構造的に高い水準で推移する資金調達環境に備える

チャネル 影響

政策金利の
高止まり 長期化

エネルギー供給ショックにより、多くの中央銀行はスタグフレーションという難しい
板挟みに直面している。市場では中央銀行が景気の下支えよりもインフレ抑制を重視
するとの見方が強まっており、 FRBは利下げペースを抑えると見込まれる一方、 BOEや
ECBは利上げに踏み切る可能性も意識されている

社債スプレッド
の拡大

信用リスクへの懸念を背景に、 3月には米国の投資適格（ IG）社債スプレッドが 80bp 超
拡大した。特に影響が大きかったのは、航空、物流、ハイイールド発行体、ならびに
エネルギー集約型産業である

GCCの
資本再配分

GCC諸国の政府系ファンドは、石油収入の減少を補うために資産の投げ売りを迫られ
る可能性があり、これが世界的な株式市場や資産評価に逆風となり得る。加えて、こ
れまで活発だった GCCによる国境を越えた M&Aへの関与も弱まる可能性がある

株式市場の
調整圧力

ペトロダラーの流れの分断、 GCC諸国によるポートフォリオのリバランス、そして AI投
資を背景とした大規模な企業債発行サイクルが同時に進行することで、株式市場の大
幅な調整リスクが一段と高まっている。これにより、資産価値の下落を通じた逆資産
効果が発生し、実体経済への波及リスクも拡大しかねない

新興国の資金調達
環境の悪化

米ドル高が新興国通貨に下押し圧力をかけており、特にインドのようなエネルギー輸
入国にとっては打撃となっている。この結果、新興国の中央銀行は、国内景気が弱含
んでいるにもかかわらず、政策金利を高水準に維持せざるを得なくなる可能性があり、
外貨建て資金調達コストも上昇しやすくなる

金融市場



イラン紛争は「エネルギー・トリレンマ」を改めて浮き彫りにしており、各国は エネルギー
安全保障、負担可能性、持続可能性の均衡を図りつつ、供給網の強靭化と調達先の多様化 を
重視する方向に向かう
紛争が世界のエネルギー戦略に与える影響

出典： アクセンチュア 分析

エネルギーのトリレンマ

エネルギー

セキュリティ

エネルギーの

負担可能性

エネルギー

サステナビリティ

イラン紛争は、エネルギー・トリレンマの
難しさを改めて浮き彫りにしている

紛争を背景に、 EUはエネルギー政策

において難しい選択を迫られている

イラン紛争に対応して、他国はエネルギー戦略を
どのように見直し・適応できるのか

エネルギーオプション 実現可能性  

ロシアからの輸入を
再開する

• 政治的に受け入れがたい

• ウクライナ紛争後、欧州各国はロ
シアへの依存度を引き下げてきた

米国からの LNG輸入を
拡大する

• ギリシャと米国による LNG取引を
通じて、既に具体化が進んでいる

原子力発電の拡充への
投資（ SMR ［小型モ
ジュール炉］を含む）

• 原子力発電の開発には多額のコス
トと長いリードタイムが 必要

• 原子力SMRへの取り組みは、今後
さらに強化される可能性が高い

石炭火力発電所の廃止
ペースを減速する

• EUの多くの国では、 2030年までに
石炭火力発電所を段階的に廃止す
る方針が進められている

• 各国が廃止スケジュールを後ろ倒
しする可能性もあり、その際は政
治的にセンシティブな判断となる

再生可能エネルギー
および 蓄電インフラ
への投資

• 有力な選択肢ではあるものの 、
多額の財政投資が必要となる

GCCからの輸入依存度
を低減する

• 依存度の高さがリスクとなってい
るため、実行される可能性が高い

国 想定される対応策

インド • 複数のアプローチを同時並行で進める可能性
が高い:

– GCC以外からの LNG輸入を拡大（例：モザ
ンビーク）

– 電化を加速し、再生可能エネルギーへの投
資を拡大

– 石炭火力の利用を増加

日本 • 2011年の福島事故以降に停止した原子力発電
所の再稼働を進める

韓国 • 将来のエネルギー戦略の一環として、原子力
へのシフトをさらに加速

• LNG輸入の多様化（例：米国ルート）

• エネルギー安全保障が国家的な優先事項とし
て一段と重視される

タイ • 電化への投資を進めるとともに、 LNG輸入先
の多様化を図る

英国 • 北海における石油・ガスの掘削を拡大

• 原子力開発への取り組みを加速（ヒンク
リー・ポイントなど）



中長期的には、イラン戦争とホルムズ海峡封鎖により 、
世界経済および事業環境の複数の特性が恒久的に変化する可能性が高い
紛争後に生じる構造変化と新たな常態

出典：アクセンチュア 分析

世界のエネルギー市場におけ
るリスク・プレミアムの上昇

世界のエネルギーハブとして
のペルシャ湾の信頼性低下

水路・貿易回廊の経済的武器
化

• ホルムズ海峡が再開した後も、市
場は将来の混乱や再封鎖の可能性
を織り込み、エネルギー価格に構
造的なリスク・プレミアムを上乗
せするとみられる。こうしたリス
クはもはや仮説上のものではない

AI基盤整備における湾岸諸国
の競争力低下

ペトロダラー還流の縮小

企業への示唆

• 全産業でエネルギー・コスト
の基準水準が一段と高まる

• エネルギー転換投資を前倒し
で進める事業合理性が強まる

• 中東のエネルギー・インフラが地
域情勢の緊張に脆弱であることが
顕在化したことで、石油・ガス企
業は今後この地域への投資に対し
て、より慎重になる可能性が高い

• 湾岸地域のエネルギー投資魅
力は低下する

• 長期エネルギー契約を GCC域
外の供給元へ切り替える必要
が生じる可能性がある

• ロシアによるガスの武器化や中国
のレアアース統制に続き、ホルム
ズ危機は、国際水路や輸送回廊が
地政学的競争および経済的国家戦
略の手段として組み込まれつつあ
ることを改めて示している

• 企業はエネルギーに限らず、
あらゆるサプライチェーンに
おけるチョークポイントへの
曝露を把握し、リスク低減を
図る必要がある

• 輸送保険コストは世界的に再
評価される

• GCCの石油収入に下押し圧力がか
かる中、主として西側市場に向
かっていた長年のペトロダラー資
本還流は、縮小ないし反転する可
能性がある

• 国債および株式に対する構造
的需要は弱含む可能性がある。
とりわけ米国市場への影響が
大きい

• 企業およびソブリンの長期資
金調達コストは上昇しやすく
なる

• データセンターの立地判断で
は、地政学リスクの重みが一
段と増す

• 湾岸地域にAIインフラを設置
している企業は、事業継続リ
スクが高まる

• 安定したエネルギー供給や安全
性・運営安定性への期待を背景と
してきた GCC諸国のデータセン
ター投資先としての魅力は、低下
している

構造的な変化

代表例



Section Four

企業はどのように

対応すべきか
• 今後30日間の対応策
• 企業レジリエンスの強化に注力
• 分断が進む世界を前提とした将来対応力の確立
• AIを活用したリインベンション（事業・業務の再構築）の推進
• 戦略的フォーサイト（先読み）機能の強化
• 次世代フォーサイトを解き放つための基盤づくり
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これまでにイラン紛争が自社
事業へ与えた影響を把握する

脆弱性を可視化し、代替手段
を特定する

事業計画と財務の ストレス
テスト を実施する

企業は、継続する紛争の不確実性に対応し、第 2四半期および第 3四半期の業績を守るため、
当面は5つの重点対応に注力すべきである
今後30日間で講じるべき対応

出典： Accenture Macro Foresight

短期的な供給対策と コスト
対策を発動する

追加的なエスカレーションに
先手を打つため、シナリオを
継続監視する

• すでに何が変化したかを
整理する。  —具体的には、
エネルギーコスト、運賃、
サプライヤーの信頼性、
リードタイムなど

• 事業のうち影響が最も大
きい領域を特定し、 その
影響度を定量化 する

• 対応に着手する前に、現
在のエクスポージャーに
ついて経営陣の認識をそ
ろえる

• 経営会議および取締役会
を対象とした明確な意思
決定フレームワークを整
備する

• サプライチェーンの
Tier2 ・ Tier3 領域におけ
る調達上の脆弱性を特定
する

• 事業パフォーマンスに
とって 重要な上位 20～30
のSKUに重点を置く

• 代替調達、在庫バッ
ファーの積み増し、製品
仕様の変更が可能な領域
を見極める

• 紛争により追加的なデー
タセンター被害が発生し
た場合のクラウド事業者
への影響を分析する

• エネルギー価格・運賃の
上昇、供給遅延、信用環
境の引き締まりを前提に、
損益計算書の耐性を検証
する

• これが第2四半期から第 4
四半期の市場コミットメ
ント に何を意味するかを
評価し、運転資本の必要
額を見直す

• 価格転嫁の前提と販売数
量への影響を検証する

• 新たな停戦条件を踏まえ、
M&Aや資本市場に関する
計画を再評価 する

• 最も影響を受けやすい投入
材について代替サプライ
ヤーを確保 する

• サプライヤーとの価格交渉
を再開する

• 可能な範囲でヘッジを固定
または延長する

• 販管費を重点的に見直し、
たとえば投資対効果の低い
施策は延期または停止する

• オペレーションコストを管
理する

• 例 

– 限界的な生産能力の稼働
停止

– 残業の削減

– 不要不急の保守の先送り

• より悪化したシナリオへ
の再エスカレーションを
示すトリガーとシグナル
を定義する

• AIと外部のリスク専門会
社を活用し、 地政学リス
クをリアルタイムで監視
する体制を構築 する

• 脅威環境を踏まえ、サイ
バーセキュリティ態勢を
見直す

• リスク監視を事業影響と
結び付ける 。たとえば、
サプライチェーンやテク
ノロジー領域など

今後30日間の対応策



イラン紛争によって顕在化した脆弱性とその長期的な波及影響を踏まえると 、
企業レジリエンスの強化は重要な経営課題となる
企業レジリエンスの強化に注力する

• 地政学リスクは当面高止まりが続く見通しである。

• 企業は、以下の 6つの主要領域にわたって、エンタープライズ・レジリエ
ンスの強化に注力すべきである :

– 事業: マージン圧力や需要の逆風を踏まえ、価格戦略、製品構成、
ポートフォリオの再設計を検討する  

– ファイナンシャル : 市場におけるリスクプレミアムの上昇を前提に、
キャッシュおよび負債管理を重視するとともに、資本計画の優先順位
を見直す  

– テクノロジー : テクノロジーインフラ、 ITオペレーション、テクノロ
ジーエコシステム全体にわたるレジリエンスを強化する  

– 人材: 従業員の安全とウェルビーイングを最優先事項として確保する  

– オペレーション : 多層サプライヤーを含むサプライチェーン、ネット
ワークオペレーション、調達先の分散化など、オペレーション全体の
耐性を高める。あわせて、迅速なコスト削減やマージン防衛といった
コストベースへの対応も求められる

– サイバー : サイバーリスクに対する防御を一層強化する

• これらを支える基盤として、リスク、ガバナンス、アナリティクスにまた
がる能力の高度化が不可欠である

• AIの技術的ケイパビリティは、こうした不確実性の高い環境下において、
インサイト獲得までのスピードを高め、分析の精度を向上させるうえで重
要な役割を果たす  

AIを活用した

シナリオ・プランニング

強固なリスク・

ガバナンス体制
地政学リスク

コントロール

タワー分析

リアルタイムの

インサイト

基盤となる
ケイパビリティ

企業レジリエンスの強化に注力

エンタープライズ・
レジリエンス

人材
レジリエンス

テクノロジー・
レジリエンス

オペレーション・
レジリエンス

事業
レジリエンス

サイバー・
レジリエンス

財務
レジリエンス

出典： Accenture Macro Foresight



企業は、リスクと分断が一段と高まる世界を前提に、中長期戦略、オペレーティングモデル 、
デジタル 基盤をどのように適応させるべきかを再評価する必要がある
地政学リスクと分断の拡大を踏まえたレジリエンス構築

出典： Accenture Macro Foresight

営業 + 財務

人材

サプライチェーン・オペレーション

事業ユニット 国別ユニット全社戦略・
リスク

• 地政学リスクとブロック化進展の可能性を踏まえ 、
国別戦略・事業ユニット戦略を再評価する  

• 地政学リスクを投資計画に織り込む

• リスクの高い事業は、法的主体の分離などに より
遮断・隔離を図る

• 投入コストのインフレ圧力拡大を踏まえ、 中長期の
価格戦略を見直す

• 地域別のGo -to -Market 戦略および製品戦略 を重視する  

• GCC拠点やオフショア機能を含め、 地政学が拠点
戦略に与える影響を評価する

• 従業員の安全確保と危機対応機能にグローバルで投資
する  

• 移転・退避のプレイブックを整備する  

• 将来の地経学的分断や地域ブロック化を踏まえ 、
ネットワーク 戦略を見直す

• 上流サプライヤー全体について、 N-tier の可視化と取引
先デューデリジェンスを強化する  

• エネルギーリスク低減に向けて脱炭素化へ投資する  

• ネットワーク全体でレジリエンスと冗長性を強化する

デジタル基
盤・ AIエコ
システム・
パートナー

• デジタル基盤・テクノロジー

– クラウド基盤に冗長性を確保する  

– テクノロジーパートナーとの契約
を見直し、レジリエンス要件を織
り込む  

– サイバー防御に投資する  

• AI戦略

– テクノロジー主権の観点を技術
ロードマップに織り込む  

• 戦略企画  

– 地政学と分断の論点を、中長期計
画および設備投資計画に織り込む

– ストラテジック・フォーサイトの
能力を構築する

– 地政学リスク対応力を強化する  

• リスク・ガバナンス  

– リスク機能の位置付けを高め、中
長期の事業計画や投資判断に反映
させる  

分断が進む世界を前提とした将来対応力の確立



紛争により、企業には売上・利益率への追加的な下押し圧力がかかっており、生産性向上に向
けて AIを活用したリインベンションを一段と推進する必要性が高まっている
AIを活用したリインベンション

出典： Accenture Macro Foresight

AIを活用したリインベンション

一段と高まる投入コストの

上昇圧力

サプライチェーンおよび

オペレーションの崩壊

需要および販売数量への圧力

サイバー攻撃

構造的影響の不透明感

マージン圧力

AI活用による企業の再創造

コマーシャル
（財務含む）

オペレーション

 (プロセス )
人材 / 労働力

テクノロジー  
(サイバーセキュリティ含む )

• AIを活用すること
で、以下を より
高度に推進：

– ダイナミックプ
ライシング  

– 需要計画

• マージン圧力を相
殺するための
営業・マーケティ
ング部門の生産性
向上

• 健全な財務基盤を
維持するための
バランスシート
最適化

• AIを活用して以下
を実現：

– 複数階層にわた
るサプライヤー
の可視性向上

– サプライチェー
ンへの影響を
リアルタイム で
分析

– エネルギー使用
の最適化

• 生産性向上による
マージン防衛

• AIツールを最大限
に活用できるよう、
従業員の育成およ
びリスキリングを
推進

• 経営層・マネジメ
ントチームの意思
決定高度化に向け
てAIを活用

• サイバー攻撃に対
する組織全体のリ
スク耐性を強化

• 技術主権への投資
（エコシステムへ
の投資を含む）

• テクノロジー領域
における TCO（総
所有コスト） の
削減

高まる地政学リスクが

もたらす課題

企業全体で AIを活用し、生産性と戦略的競争力を高める必要性を
一層強めている



不確実性が極めて高い状況下では、将来を見通すフォーサイト能力の強化が不可欠となる 。
エージェント型 AIツールは、新設されるフォーサイトチームの成熟度を短期間で高めること が
できる
戦略的フォーサイト能力の強化

出典： Accenture IRCISS models 

Accenture IRCISS model

• 地政学リスク、経済、政策、戦略立案の各分野における社内専門家のケイパ
ビリティを強化する

• リアルタイムのインテリジェンスを得るために第三者アドバイザーを活用し、
新たな視点の獲得やチーム内の情報ギャップを補完する

• フォーサイトを戦略策定プロセスおよび全社的リスクマネジメントに組み込
み、意思決定に一貫して反映させる

• 戦略策定においては、複数の将来像を想定し、それぞれが企業の将来価値に
どのような影響を与え得るかを織り込むことが重要となる

• エージェント型ツールを活用し、イベントのモニタリング・分析、シミュ
レーションモデリング、シナリオプランニング、ウォーゲームを支援する

• エージェント型 AIにより、人のチームを補完し、より迅速にインサイトを得
るとともに、分析の精緻性と信頼性を高めることが可能となる

専門人材の知見

堅牢な

ガバナンスと

体系化された

方法論

高度な

エージェント型

AIの能力

戦略的

フォーサイト

戦略的フォーサイト（先読み）機能の強化



エージェント型ツールは、組織によるフォーサイトの定着を可能にし、データ取得から意思決定
までの時間を短縮するとともに、フォーサイトおよび戦略チームのスキル領域を拡張する
次世代フォーサイトの高度化

出典： Accenture IRCISS models

次世代フォーサイトを解き放つための基盤づく
り

アクセンチュアのエージェント型
フォーサイト・プラットフォーム

高度なシナリオ・モデリング

本プラットフォームは、 ホルムズ海峡
の混乱のような高インパクト・シナリ
オに加え 2026年3月時点の紛争条件に即
した、 テールリスクを伴うブラック・
スワン事象までモデル化する

紛争インテリジェンス・フレームワーク

確立された政治学モデルに基づき、理論
をシグナルへ変換する
• 紛争継続確率
• エスカレーションとデエスカレー
ション の経路

• 戦略的帰結の確率

統合型リアルタイム・インテリジェンス

本プラットフォームは、 主要ソースか
らリアルタイム・データを取り込み
（例：エネルギー市場、マクロ指標、地
政学シグナル） シミュレーションに足
元の状況を確実に反映する

マルチモデル分析エンジン

本プラットフォームは、実績ある 4つの
手法を組み合わせている
• 計量経済モデル
• 紛争理論フレームワーク
• モンテカルロ・シミュレーション
• リアルタイム・データ統合
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アクセンチュアについて

アクセンチュアは、世界有数のソリューションとサービスを提供する企業として、世界をリードする企業や組織の変革
を支援しています。企業や組織の中核にデジタル技術を実装し、 AIの力を最大限に活用して、比類なきスピードで全社
規模の価値を創出しています。アクセンチュアは、約 786,000 人の人材、独自のアセットやプラットフォーム、そして
強固なエコシステムとの連携を通じて、最も選ばれる変革のパートナーとしてお客様を支援しています。さらに、世界
で最もお客様の価値創出に注力し、 AIを活用するとともに、働きがいのある企業であり続けることを最優先に掲げてい
ます。アクセンチュアは、ストラテジー、コンサルティング、テクノロジー、オペレーションズ、ソング、インダスト
リー Xの領域をまたぐ体制と、深い業界知見を組み合わせたビジネスユニット「リインベンション（再創造）サービ
ス」を通じて、お客様に革新的なソリューションとサービスを提供します。「テクノロジーと人間の創意工夫で、まだ
見ぬ未来を実現する」というパーパスのもと、すべてのステークホルダーへ 360度の価値を創造することを自らの成功
の指標としています。

アクセンチュアの詳細は http://www.accenture.com/us -en を、

アクセンチュア株式会社の詳細は www.accenture.com/jp -ja をご覧ください。

Accenture Macro Foresight について
アクセンチュアの Macro Foresight は、世界経済における主要なマクロ変化と、それが企業の戦略策定、投資計画、全
社的な変革にどのような影響を及ぼすのかを、企業や投資家が理解できるよう支援するケイパビリティです。複雑なマ
クロトレンドを、価値創出につながるシンプルかつ実践的な提言へと整理し、意思決定に活用できる形で提供します。
当チームは欧州、米国、アジアに拠点を構え、政府機関、投資銀行、資産運用会社、多国間機関、大手企業などでの実
務経験を持つメンバーで構成されています。グローバルかつ学際的な視点を活かし、複雑な課題に対して多角的な問題
解決を実現します。
詳細は、 https://www.accenture.com/jp -ja/insights/strategy/macro -foresight をご覧ください。
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